障害基礎年金がない！制度的貧困者　～在日無年金の立場から～

2007年6月21日

在日無年金問題関東ネットワーク
１．重度障害者なのに障害基礎年金が支給されていない原因種別

①「学生・主婦無年金」障害者　　　人数：約２万４千人

　学生と「主婦」が任意加入の時代に、未加入で重度障害をもった人。　

②「未加入・未納無年金」障害者　　人数：約9万１千人

　加入義務があるにもかかわらず未加入で重度障害をもった人、及び、加入はし

ていたが年金保険料を未払・滞納していて重度障害をもった人。

③「在外邦人無年金」障害者　　　　人数：不明

  １９８２年１月１日の改正までは、日本に居住していなければ日本人でも年金に加入できなかった。1981年までに仕事等の事情で海外居住していて、その間に初診日がある原因によって重度障害をもった人。

④「在日無年金」障害者　　　　　　人数：約５千人

　１９８２年１月１日時点で、既に２０歳を超え、外国籍であった重度障害者。

＊国籍条項撤廃時に年金支給非対象の障害状況にあり、その後重症化したものは、加入済で納付義務を満たしており、65歳未満で申請すれば事後重症扱いで受給できる。

２．「在日無年金」の何が問題なのか？
　1981年1月1日の国籍条項撤廃まで、在日外国人は、日本で生まれ育った人でも国民年金に加入できなかった。自己の責任によらず無年金となっている。

　現在、国民年金は、日本に居住する20歳以上の全て人に加入義務・受給権がある。外国人も市区町村への外国人登録と同時に加入義務を生じる。20歳前重度障害者はその者の国籍を問わず、外国人登録をした翌月分から障害基礎年金を受給できている。つまり、年金保険料納付実績もなく、納税実績もなく、定住安定性もない留学生でも障害基礎年金を受給できている。一方、「在日無年金」への救済措置は一切執られていない。

　したがって、「在日無年金」者は、制度によって生み出され、制度によって放置されている貧困者である。

①　日本人になればもらえるのでは？

　改正時点で既に２０歳を超え、外国籍であった重度障害者は、その後日本国籍を取得しても障害基礎年金を受給できない。

　＊日本国籍取得（帰化）すれば受給できると誤解している人が多い　

②　これまでに無年金者の救済はされたことがないの？

　原則にあてはまらない例外は必ず生じてしまう。そこで、政府はその度に救済措置を設けてきた。そのようにして、社会保障制度の一つである年金制度も発展してきた。けれども、在日外国人無年金者には救済措置を設けなかった。　

　（救済例：小笠原・沖縄返還　中国残留孤児　拉致被害者とその家族）

③　国からの特定障害者特別給付金はもらえないの？
　対象者が「学生・主婦無年金」に限定されているので、「在日無年金」はもらえない。在日無年金者への支給については附則２条に「今後検討し必要があると認めるときにはなんらかの措置を講じる」と定めている。しかし、情報公開請求の結果、正式な行政会議としての「検討」は未だになされていないことがわかった。

④　自治体ごとの特別手当は？

現在、全国で約３０％の市町村には在日無年金者のための特別給付金がある。しかし、その金額は障害基礎年金の半額に満たない自治体が多く、ところによってはわずか３千円。

⑤　障害者自立支援法の利用者負担はどうなっているの？

　障害者自立支援法は、介護の必要な重度障害者には、障害基礎年金が支給されていることを前提に制度設計されている。しかし、全国で約12万人の無年金障害者が存在することを認識していながら、無年金であることに着目した減免措置は一切ない。多くの「在日無年金」障害者が同居の老親や兄弟姉妹の収入によって生活しているおり、生活保護相当の減免にもあてはまらない。居住地によっては特別手当や特別給付金もない。本人に収入がないのに、利用料負担を強いられている。

　

３．生活保護と在日無年金

　障害基礎年金は一旦請求が認められると、支給決定にしたがって自動的に支給が継続される。税法上の取扱は非課税。生活上の制限は一切ない。

　一方、生活保護はこまめにケースワーカーの指導(?) が入る。生活上の制限も多い。日雇い労働者の場合、収入の変動が多く、生活保護受給を支給停止要件とする「在日無年金」者への自治体特別給付金からも事実上排除されている。

　更に、在日外国人に対する生活保護の支給は生活保護法にもとづく権利ではなく、局長通達による法の準用に過ぎない。したがって、いかなる支給・不支給決定に対しても一切の不服申立をする権利がない。全国一律の規定がない生活保護は、市町村の担当者の裁量で支給・不支給決定がなされている。門前払いの事件も起きている。いかなる扱いを受けても、外国籍者は一切の不服申し立てができない。国賠訴訟も相互補償主義といって、当事者の本国に同様の法律がない場合は、提訴できない。

　今、高齢者加算や母子加算の切捨てが始まっている。国庫負担額の引き下げも目前に迫っている。自治体負担額が増えれば、不服申し立てのできない外国籍者に対する支給決定にしわ寄せがいくのではないかと不安が募っている。歴史的経緯のある特別永住者であっても外国籍である限り生活保護はセーフティネットにはなっていない。

以上
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